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主な機能－輸送・保管・荷役(「にえき」(「にやく」ともいう)) ・包装・流通加工は「物流5大機能」と言われる。
これに情報管理を加えたものが、物流の基本機能。 

一般的には、物流は物の流れの川上から川下への機能をみて、調達物流、生産物流、販売物流、
また反対方向に進む廃棄・回収物流に分けることができる。 

調達物流：メーカにおける原料、資材、部品などを各仕入先から調達する際に発生する物流。	


図26-1　物流の機能（東芝物流）	


図26-1a　物流の市場規模（自営合計）	


表26-1　おもな産業の物流コスト／売上高比	


物流：物的流通（Physical Distribution 〈PD〉)の略、生産物を生産者から消費
者へ空間・時間を克服して運ばれるモノの流れを統合・体系化した活動。　　　　　　　
物流　⇔　商流	


物流にかかるコスト－　一般的に売上の5%のオーダー。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
基本の物流費　－　輸送費、倉庫管理費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
隠れた物流費　－　原材料購入の運賃、倉庫のメンテナンス、回収品の運賃　など	


おもな輸送機関の特色  トラック  小回り、小口多頻度輸送  環境問題、交通渋滞　　　　
  鉄道  中長距離、定時制  積替え・集配の手間　　　　
  内航海運  大量輸送、重量・嵩貨物  輸送時間　　　　　　　　　　　

  航空  高速性   高運賃	
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総合物流施策大綱	


Ⅲ．総合物流施策大綱（２００５－２００９）：2005年11月閣議決定　　
東アジア域内の「準国内化」、京都議定書の発効による環境対策、
テロを契機としたセキュリティ対策　への対応を目標とする。	


Ⅱ．新総合物流施策大綱： 2001年7月に閣議決定。　21世紀
を迎えたわが国経済社会にふさわしい新たな物流システムの
形成を目指す。　遅くとも2005年まで；	


Ⅰ．総合物流施策大綱：1997年4月閣議決定。　「経済構造
の変革と創造のためのプログラム」（1996.12.17閣議決定）に
基づき、物流分野についてこれを具体化するため、2001年を

目途にコストを含めて国際的に遜色のない物流サービスを
実現する施策の大綱をとりまとめた。　３つの基本的目標

（2001年まで）；	


物流大綱　Ⅰ～Ⅲ期の目標	


具体的プラン；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○
グリーン物流の推進    ○国際拠点港湾・空港の機能向上   　　　
○貨物交通のマネジメントの推進   ○国内外の物流ネットワークの構築  　　　　　　　　　　　　

○情報化、標準化の推進    ○国際物流におけるロジスティクス機能の高度化  　　　
○物流効率化を支える人材の育成等   　　　・物流セキュリティの確保、交通安全、消費者ニーズ等　　

○物流事業に関する施策のあり方の検討	


図26-2　グリーン物流を支えるソリューションの体系	


　　１．　スピーディでシームレスかつ低廉な国際・国内一体となった物流の実現　　　
２．　「グリーン物流」など効率的で環境にやさしい物流の実現　　　　　　　　　　　　
３．　デマンドサイドを重視した効率的物流システムの実現　　　　　　　　　　　　　　

４．　国民生活の安全・安心を支える物流システムの実現	


　　１．　コストを含めて国際的に競争力のある水準の物流市場の構築　　　　
２．　環境負荷を低減させる物流体系の構築と循環型社会への貢献	


（政府の長期施策）	


１．　アジア太平洋地域で最も利便性が高く魅力的なサービス
２．　産業立地競争力の阻害要因とならない物流のコスト　　　
３．　環境負荷の低減	
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３ＰＬ	


サードパーティとは、荷主企業(ファーストパーティー)と輸送会社もしくは
卸売業・小売業(セカンドパーティー)に対して第三者である利用運送を
駆使し、荷主側の物流を全面的に代行する事業者を指す。製造業、荷

主からみて物流部門の戦略的アウトソーシング（業務の外部委託）のこ
と。物流拠点、輸配送、作業等の最適性を検討し、必要な物流手段を手

配し、業務を遂行し、達成されたコスト削減効果を3PL業者の利益源（荷
主、サードパーティー双方でコスト削減効果＝利益を分かち合う）とする
しくみである。荷主に対して、物流改革を提案し、包括して物流業務を受

託する新しいサービスとしてとらえられている。	


３ＰＬ＝サードパーティ・ロジスティクス　　　　　　　　　
ロジスティクス＝戦略物流（p14キーワド参照）	


　国土交通省見解；「３ＰＬビジネス」の「従来型物流サービス」からの違い。　
[1] 荷主企業の物流改善・物流効率化を目的とするサービス 
　[2] 物流改革の提案・実現 
　[3] 広範・多様なサービスの提供・一括請負	


図26-3　3PL機能の模式図	


表26-2　3PLの業務内容	


国土交通省は3PLを促進するため、「物流総合効率化法」による支援、
3PL人材育成促進事業の実施、3PL契約書及び情報セキュリティに関
するガイドラインの作成など、中小物流事業者が3PLに進出するための

環境の整備を行っている。	
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物流センター	
 物流センターの機能：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
保管、積換え、仕分、流通加工、配送、情報	


物流センターの目的：物流センターは、生産と消費を結ぶ流通部門に
あって、次のような目的を担う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①生産と消費の時間的・場所的離隔を調整　 

　　②分散保管された在庫を集約し、保管・荷役を含む在庫管理効率　　　　　　
を改善 

　　③需要地に近接した保管を実現して、顧客サービス水準を向上 
　　④安全な在庫を実現して、顧客サービス水準を維持 
　　⑤輸送コストを圧縮するために、ロット輪送や末端配送への結節点 

 　 ⑥商流活動と物流活動との分離・効率化 
　　⑦輸送効率改善のための消費地での組立て・加工    	


自動倉庫における倉庫内環境の分類（倉庫業法、消防法による）  　　　　
①普通倉庫（自家用倉庫、営業倉庫）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
②冷蔵倉庫（定温、低温、Ｃ級、Ｆ級、ＳＦ級）　　　　　　　　　　　　　　　　　

③ 危険物倉庫	


物流センターは、多種大量の商品を供給者から荷受けし、多数の需要家の注文に
応じて品揃えし、配送する重要な物流拠点である。　流通センター、配送センター、
デポなどとも言われる。	


図26-4　物流センターの概念	


図26-5　物流センター内の貨物の流れ（例）	


公的に使用される流通センターは、最近では「物流ネットワークシティー」とよばれる物
流業務施設を含む快適な都市機能を求める流通業務団地の計画も進められている。	


WMS（Warehouse Management System）：倉庫や物流センター
を効率的に運用していくための倉庫管理情報システム。入出庫、
ロケーション、在庫、ピッキング、流通加工、検品など作業を効率

的に進める上で必要になる情報を統合管理する情報システム	
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モーダルシフト	


特に長距離雑貨輸送について、輸送手段の転換を図り、海運・鉄道の比率を現在の40％から
2010年に約50％に向上させることが目標。海上輸送の大きなメリットは長距離の一括大量輸
送による効率化などにあるが、モーダルシフトを推進するためには、それだけの貨物量の確

保、海と陸との連携に優れた船舶(RORO船、コンテナ船、フェリー等)などがポイント。運輸省（現国土

交通省）が1991年から推進している。　トラック輸送300～500km以上がシフトの目安。	


図26-7　海上輸送モーダルシフトの推進事例	


図26-6　モーダルシフトのイメージ	


期待効果：　  省エネ効果 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                　　　　　　　 　 
交通渋滞の緩和 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　

 窒素酸化物などの排気ガスによる大気汚染の削減 　　　　　

 二酸化炭素(CO2)排出削減による地球温暖化防止 　　
 少子高齢化による労働力不足の緩和  

モーダルシフト(Modal shift) ：トラックによる幹線貨物輸
送を、「地球に優しく、大量輸送が可能な海運または鉄
道に転換」すること	


バイモーダルシステム：鉄道･道路両用に造られた大型トレーラを道路では単独牽引走行し、鉄道ではトレーラ前後に台車を履かせて
50両程度連結して機関車で牽引走行するもの。現在JR貨物で実用化計画中。	


スーパーレールカーゴ：列車の両端に電動貨車を連結し、環境負荷を軽減と最高速度アップを狙う。　東京－大阪間約6時間を実現。	


物流に係るエネルギー使用量の大小は、「トンキロ」で換算。　　　
1トンキロは1トンの荷物を1キロメートル運ぶ仕事。	


コンテナ　　　　　　　　　　　　　　　（単位：フィート）

鉄道コンテナ   　　　　　　　　　　　　

一般貨物用　　　　　　　　　　12ｘ20ｘ30/　　　　　
モーダルシフト対応新型　　 31          　　　　　　

特殊貨物用　　　　　　　　　　冷蔵コンテナ　　海
上コンテナ    　　　
国際大型　　　　　　　　　　　　20、　40　　　　　　

国内海上輸送　　　　　　　　　同上　　　　　　　航
空用コンテナ   　　　飛行機搭載

用特殊型	


TEU：コンテナ本数を２０フィートコンテナに換算して
測る単位。コンテナ貨物の取扱実績、コンテナ船搭
載能力把握などに使う。	


TEU＝Twenty foot Equivalent Unit 
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ＩＴ　と　物流	
 サプライチェーン・マネジメント（SCM）：企業活動の管理手
法の一つ。取引先との間の受発注、資材の調達から在庫
管理、製品の配送までの一貫した事業活動をコンピュータ

を使って総合的に管理。余分な在庫を削減し欠品を防ぎ、
コストを引き下げる効果がある。	


通信衛星利用情報システム：通信衛星を使って、トラッ
クや船、貨物列車が今どこを走っているのか分かる仕
組み。従来の無線システムとは異なり山かげでも通信

が可能。	


通関情報システム：貿易の通関では貨物の中身の検
査を受け、手続きを行うが、これを航空会社、船会社、
運送業者、銀行、税関をコンピュータネットワークで行

い、スピーディに処理して、コストの削減、港湾での滞
留時間を削減する。	


物流運行管理システム：物流で運送業務の効率化のため、移動中の車両の位
置や作業状況等の情報を無線通信によってサーバに送り、運行業務の進捗状
況を把握する車両運行管理システム。ＧＰＳ受信機で特定した車両の現在位置

情報をサーバに定期的に送信し、管理側モニターの地図上に表示する。	
 図26-8　サプライチェーンの3つの流れ	


図26-9　通信衛星利用
情報システム	


図26-11　ハブ＆スポーク　	
 図26-10　通関情報システム	


以上のほかに　宅配便貨物追跡システム、物流EDI、
倉庫LANシステム、物流バーコード　などのIT利用
の最新技術がある。  　　(EDI＝電子データ交換）	


求貨求車システム：インターネットで輸配送の帰り便の
積載貨物を獲得して効率化、合理化を図るシステム。	


ハブ＆スポークシステム：拠点（ハブ）となる空港、港湾
から放射状の路線（スポーク）を展開させ、ハブ間を基
幹路線として大量輸送するネットワークを構築、ハブで

貨物の積み替えを行う方式。管理にはITが重要。	




リンクされたイメージを表示できません。ファイルが移動または削除されたか、名前が変更された可能性があります。リンクに正しいファイル名と場所が指定されていることを確認してください。
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ＰＯＳ	
 POS (Point Of Sales/ 販売時点情報管理）：物品販売の売上実績を単品単位で
集計する手法。商品に関する情報を収集し管理するシステム。物流の基本機能
の一つで情報管理の重要な部分。これにより在庫回転率の向上を目指す。	


POSの導入においての最大の利点は、商品名や価格、数量、日時などの販売実績情報を収集す
るため、「いつ・どの商品が・どんな価格で・いくつ売れたか、購入者の年齢層」を経営者側が把握
しやすく、売れ行き動向を観察できる点である。 収集する項目はシステムを導入している企業に

より異なる。	


バーコード：POSの管理に不可欠なシステム。各種の規格があり、一般的な商品で使われるものは、日本がJANコード、ヨーロッパが
EAN、アメリカがUPCである。 物流用途ではITFコード、CODE39、CODE128、NW-7などが使われている。また郵便事業ではカスタマ
バーコードなどが使われる。 ほとんどのバーコードスキャナは、これらのいずれか、複数の規格に対応している。	


POSシステムは他システムと接続して発注や在庫管理を効率化したり、収集した販売データから売れ筋商品や価格政策などを分析し
たりと、店舗オペレーションからマーケティングまで、小売業情報化における起点となるシステム。スーパーマーケットやコンビニエンス
ストア、外食産業、ガソリンスタンド、ホテル、ドラッグストア（薬局）などのチェーンストア等で導入され、年々その機能が進化している

が、近年はその簡易版が一般商店などにも普及している。　	


POSは、1970年代からアメリカ合衆国において、レジ担当者の不正防止や誤った売価での販売な
どを防ぐ目的で導入され、先行的に発展した。	


図26-11c　リライトカードシステ
ム：　　買上ポイントと累計ポイントを
カード上に直接印字	


図26-11b　タッチスキャナ：　
ハンディタイプ	


図26-11d　リモートス
リッププリンタ：　　　　
見やすい明細伝票を発行	


図26-11e　カード対応端末	


図26-11a　POS端末	
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港湾物流	
 港湾物流：港湾を拠点とし、港における業務に高い専門性を
持つ物流業務のこと。　港湾運送事業法が1951年に制定	


メガターミナルオペレーター：国際的な港湾におけるターミナル運営管理をする国際
企業。例；香港のハチソン（Hutchison Port Holdings　略称はHPH）、シンガポールの
PSA(Port of Singapore Authority)、アラブ首長国連邦のDPW（Dubai　Ports　World)。	


スーパー中枢港湾：　　アジアのコンテナ扱い主要港を凌ぐコスト、サービス
の実現を目指し、「港湾コストは現状より３割削減」、「リードタイムは現状３～
４日を１日程度まで短縮」を目標とした「スーパー中枢港湾」を育成して、産業

の国際競争力を図るための国土交通省の施策。先導的・実験的な試みの場
として2004年７月、伊勢湾（名古屋港、四日市港と連名）、京浜港、阪神港が

「スーパー中枢港湾」の指定を受けた。	


図26-12　スーパ中枢港湾コンテナターミナル	


港湾運送事業：荷主または船社から受託して、港湾で貨物の船積み、陸
揚げ、荷捌き等を行う事業。港湾運送事業法では、一般港湾運送、港湾
荷役、はしけ運送、いかだ運送、検数、鑑定、検量の7事業を規定。日本

での港湾事業は国の許可が必要で、港湾労働者は港湾労働法により港
湾労働者証の携帯が必須。	


内航海運業：船舶によって国内輸送を行う事業。内航海運業法は、「内航海
運業」、「内航運送取扱業」、「内航船舶貸渡業」の３種類に分けている。　　　
内航海運業（別名オペレーター）は 「内航運送業」と「内航船舶貸渡業」の２

業種があり、内航海運を行う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
内航運送取扱業は貨物の取次ぎ、出荷代行、媒介を行う。　　　　　　　　　　

内航船舶貸渡業は、内航船舶を所有して、内航運送業者にその船舶を貸渡
す事業。	


現在、旅客輸送は航空機が中心だが、国際物流の多くは低コスト、大量輸送の海
運によるものが大半。特に最近は国際複合輸送と呼ばれる、陸・海・空一体となった
国際物流の発展により、大手物流企業の進出がめざましい。	


表26-3　各国の主要港の取扱コンテナ数　　　　　　　　　　
（社団法人日本建設業団体連合会　－　国交省港湾局資料より作成）	


（日本の港湾の地位低下）	
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工場物流	


AGV (Automatic Guided Vehicle)： 無人搬送車。レールに沿って自走し、荷役運搬作業を行う。専用
のレール等の軌道を持たずに車輪で走行できるものは、ルート設定の容易性、レイアウト変更への
柔軟度から、倉庫・工場をはじめとして広い範囲で使用されている。	


BTO (Build To Order)：受注組立生産方式。注文を受けてから部品を組み立てる。Dellなどのパソコ
ンメーカーが通信販売を行なう際に導入展開し、広まった。　これに対してMTS（Make to Stock）は見
込み生産。	


JIT (Just In Time)： ジャスト・イン・タイム生産方式。生産現場において、部材の在庫を可能な限り保管
せず、「必要なときに、必要なものを、必要な場所へ、必要な量だけ」を調達する方法。海外でも有名な
「かんばん方式」が代表的。	


図26-15　高床式パレタイザ	


パレタイザ：物をパレット上に自動積載する装置のこと	


図26-14　パレット	


ピッキング：注文や出荷指示に対して、その品物を在庫から集品すること。　ピッキングの方法には、
出荷指示の内容や量に応じて、ある商品・物品をまとめて荷さばき場に持ってきて、出荷先別に仕
分ける「種まき方式」と、各出荷先毎に必要な数量だけを順に棚から取り出して出荷する「摘み取り

方式」がある。	


図26-17　フォークリフト	


図26-16　ソータ（仕
分け）	


図26-18　ピッキング	


図26-13　AGV（無人搬送者）（ニチレ）	


生産工場では材料の仕入れから部品生産、組立、出荷までの物流を製品需要
に応じて効率的に実施するため、種々の機械、設備、管理手法が使われる。	
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ＨＡＣＣＰ	


従来は「食品の安全性」とは、製造する環境を清潔にし、きれいにすれば安全な食品が製造できるであろうとの考えのもと、製造環境の
整備や衛生の確保に重点が置かれてきた。製造された食品の安全性の確認は、主に最終製品の抜取り検査（微生物の培養検査等）に
より行われてきた。　抜き取り検査だけの場合、危険な食品が、市場に出て食中毒を引き起こす可能性を排除することができない。 

HACCP方式では、これらの考え方ややり方に加え、原料の入荷から製造・出荷までのすべての工程において、あらかじめ危害を予測し、
その危害を防止（予防、消滅、許容レベルまでの減少）するための重要管理点（CCP）を特定して、そのポイントを継続的に監視・記録

（モニタリング）し、異常が認められたらすぐに対策を取り解決するので、不良製品の出荷を未然に防ぐことができるシステム。	


HACCP（ハサップ／Hazard Analysis and Critical Control Point）：1960年代に米国で宇宙食の安全性を確保するた
めに開発された食品の衛生管理の方式。日本では、1996年5月に食品衛生法の一部を改正し総合衛生管理製造過
程（製造または加工の方法及びその衛生管理の方法について食品衛生上の危害の発生を防止するための措置が

総合的に講じられた製造、または加工の工程）の承認制度が創設され、1996年5月から施行	


図26-19　HACCP方式の工程	


低温輸送：生鮮食料品、冷凍食品などで品質維持のため低温を保持して輸送する方式。　クーリング（＋5℃以下）、チルド（+5～-5℃）、
フローズン（-18℃以下）などに区別される。	
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関連企業	


総合物流ｻｰﾋﾞｽ	
 アルプス物流、近鉄ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ･ｼｽﾃﾑｽﾞ、　　
JTBカーゴ	


倉庫・保管	
 富士物流、日立物流、三井倉庫、三菱倉庫	


運搬（図26のほ
か）	


丸紅物流、福山通運、阪急ｶｰｺﾞｻｰﾋﾞｽ、富士
物流　　　（航空貨物）国際空輸、東京航空貨
物、阪神ｴｱｶｰｺﾞ、UPS 

包装・梱包	
 コイケ、富士物流、共栄物流ｻｰﾋﾞｽ、CITI、
LOGITEM 

システム物流
（3PL）	


日立物流、キリン物流（酒類、食品）、宅配業
者（ヤマト運輸、佐川急便、西濃運輸など）	


物流ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ	
 東芝物流、日立物流、キリン物流、
NECｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰ、	


低温物流	
 キリン物流、ニチレイ、日本チルド物流、　　　
味の素物流、日本水産	


運行管理ｼｽﾃﾑ	
 ダイフク、いすずﾄﾗｯｸｽﾃｰｼｮﾝ、オービッﾋﾞｼﾞﾈ
ｽｿﾘｭｰｼｮﾝ、ゲートデバイス、NTTドコモ
（DoPa）、住友電工ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ、三菱電機

ﾛｼﾞｽﾃｨｸｽ	


その他	
 物流ニッポン新聞社（業界紙、2回／週発行）、
郵船航空サービス（医療機器物流）	


物流博物館（港区高輪－日本通運）:　　江戸時代から昭和までの物流のあゆみを紹介－現代物流の要所である空港、港湾、鉄道、
トラックの各ターミナルのジオラマ模型のほか、暮らしと産業に欠かせない物流のしくみをわかりやすく紹介している	


団体：　（社）日本ロジスティックシステム協会、　　（社）日本物流団体連合会、　 （社）日本物流団体連合会／物流・EDIセンター
（財）利用運送振興協会、　　（社）日本トラック協会、　（社）日本船主協会、　　（社）鉄道貨物協会、　　（社）航空貨物運送協会、
（社）全国通運連盟、　　　(社）日本港運協会、　　（社）日本内航海運組合総連合会、　　（社）港湾物流情報システム協会、　　　

（社）日本倉庫協会、　　　（社）日本冷蔵倉庫協会、　　　　（財）食品産業センター	


図26-19a　主要物流会社の関係図
（2007.7.20日経産業新聞）	
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課　題	


グリーン物流	
 動脈物流と静脈物流を合わせたサプライチェーンの設計・開発、生産、物流、消費、廃棄、回収、解体、破棄、
再生といったすべてのプロセスに「環境」といった網をかけ、戦略的に最適化を測ること。運輸部門の物流分野
における環境負荷低減活動。輸送効率の改善に伴う環境負荷の低減と経済合理性の両立を狙う。官庁・経済団

体は「グリーン物流パートナーシップ会議」を設置して産業界と物流業界の協働の取り組みを支援�

静脈物流　　　　（回
収物流）	


一度最終消費者まで行き渡った製品、商品をリユース、リサイクルする目的で集荷し、再資源化拠点まで運搬
することを静脈物流（回収物流）という。物流の世界では、消費のための物の供給を動脈物流と呼び、供給の対
照として回収を、静脈物流と呼ぶことがある	


リサイクルポート	
 総合静脈物流拠点港のこと。港湾を核とした総合静脈物流システムの構築のため、循環型社会形成基本法に
基づいて指定された静脈物流の拠点となる港湾。2003年4月までに全国18港が指定された	


ワンストップサービ
ス	


輸出入・港湾手続き等において、複数の手続きを1つの窓口（システム）から行うことを可能とするもの。港湾物
流において、時間・費用の削減で、競争力を高めるためには必須の方向である	


フォワーダ	
 荷主とトラック、鉄道、船舶、航空機などの実際の運送を行う運輸業者との間に入って、貨物の運送取扱や利用
運送、そしてこれらに付帯する運送書類作成、通関、保険代理などの業務を事業とする者	


未来の物流	
 種々のアイデアに基づく研究、開発が進行中：デュアル・モード・トラック（道路とレール上の両方を走行）、ベルト
コンベヤ輸送（高速道路の中央分離帯に長距離大型コンベヤを設置）、チューブ輸送（地下のチューブの中で貨
物を空気圧で圧送）、地中リニアモータ輸送、地下物流センター、メガフロート物流ターミナルなど	
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キーワード	


ABC分析	
 在庫管理のための手法から発展し応用されている管理手法。物流では、販売数や在庫数、形態等のそれぞ
れの基準により製品の管理値を算出し、降順に並べ累積比率を求める（ABC曲線またはパレート曲線）。この
比率により重要度の高いものからA，B，Cの3ランクに分類し、ランク別の対応方法を検討する	


ロジスティクス機能	
 軍隊での兵站補給に由来するが、調達、生産、販売等に係る物流活動全般を統合管理し、その全体最適化
を図ること。倉庫や物流センターにおいても、保管のみならず、荷捌き、流通加工、在庫管理等のサービスを
提供し、荷主ニーズの高度化に対応すること	


プラネット物流	
 日用雑貨業界が共同物流の導入によって物流の効率化を目指したもの。ライオンが主導で、十条キンバリー、
ネピア、エステー化学、サンスター、資生堂、ジョンソン、ユニチャーム、牛乳共進社などが参加	


車上渡し	
 ドライバーが商材・商品を目的地まで運送するが、荷下ろし、設置などは受領者が行うこと、または、受領者も
手伝う納品方法。一方、「軒下渡し」は、受領者のみが荷下ろし、設置を行う場合に使われるのが一般的	


FOB、CIF　　　　　
（Free on Board, Cost 
Insurance and 
Freight) 

貿易取引条件で、FOBは本船積込（甲板）渡し価格。売主が荷物を船に積み込むまでの各種手続きと、作業
の代金を言う。この場合、船運賃と荷物の保険料、買主のもとまでの各種手続き、作業料は含まれない。これ
に対して、CIFは貨物代金には到着港までの海上運賃と、貨物保険料が含まれる	


先入れ先出し（FIFO）	
 とくに鮮度管理の厳しい食品などで保管物品の品質が長期滞留によって劣化することを防止するもので、同
一商品を取り出す場合、保管経過時間の長いものから順に行うこと	
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参考図　26-1　物流に関するコスト構成	
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参考図　26-2　日本港湾の相対的地位の低下	




17 
参考図　26-3　主要物流会社の関係図	
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参考図　26-4　　宅配便のトラック輸送による取扱企業（2004年度）	
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参考図　26-5　物流に関する環境関連法令	




20 
参考図　26-6　物流倉庫	
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